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4. むすびにかえて
1. はじめに
「帝国」日本の近代法は、その「版図」にある異民族に対して一面では内地延
長(1)を標榜して「日本人」への包摂を試みながら、他面では「内地」との法的平
(1)矢内原忠雄『矢内原忠雄全集 第 1巻 植民及植民政策』（岩波書店、1963年）468–470頁。
139
明治大学　法律論叢 90巻 2・3号：責了 book.tex page140 2017/12/26 13:08
法律論叢 90巻 2・3合併号
等を排除し、差別・格差を構造化するものだった(2)。日本の近代法が、従来、そ
の帝国の周縁として想定していたのは、一般には「外地」(3)と呼ばれた地域であっ
た。すなわち、1890（明治 23）年の大日本帝国憲法施行以前に日本の行政統治下
にあった、本州・四国・九州・北海道・琉球・奄美・小笠原諸島を除く地域のこと
である(4)。しかし一方で、帝国の周縁を「外地」と等しいものと捉えて良いかは
疑問が残る。帝国は、「異質（ヘテロ）なエスノ・ナショナルの行政的・領域的組
織を、宗主国と植民地、中心と周辺、中央と辺境という関係を基盤として、厳格な
中央集権権力の下に統合する政治システム」(5)であり、少なくとも「帝国関係が国
家間の関係、国際関係の一形態であるという理解」(6)は妥当しないと考えられるか
らである。帝国がもっぱら「異民族を統治・統御する政治システム」(7)であるなら
ば、「版図」にある異民族を、「外地」の異民族に限る必要はないだろう。たとえ
ば、これまで「内地」とされてきた北海道であっても、内地からの移民進出は先住
民族との生活圏競合の契機となり、結果として彼らに対する内地の人びととの差異
性は先鋭化され、やはり包摂と排除(8)が生み出されていたのである。北海道が一
(2)拙稿「《植民地近代化論》」、『戦時体制と法学者』（国際書院、2016年所収）69頁。
(3)「外地」という語は、拓務省設置（1929年）以降に植民地を総称する官庁用語として使
用されるようになった。
(4)実際には論者によって「内地」「外地」の示す地域が異なることがある。「外地」は帝国憲
法施行後に編入された台湾・南樺太・朝鮮・関東州（租借地）・南洋群島（委任統治領）
を指すのが概ね一般的な理解だが、日中戦争（1937年）以降に占領した海南島（中国・
海南省）・香港・昭南島（シンガポール）・マレー・ビルマ（ミャンマー）・旧オランダ領
インド・フィリピン等までを外地とするものや、満州国・中華民国・タイ・フランス領イ
ンドシナ等、領土・占領地ではなくても日本と特殊関係にある地域までを含むものもあ
る。また、本州のみを内地と呼び、北海道や九州・四国・琉球等を外地とするものなど呼
称の範囲は様々である。
(5)山室信一「第 1章 帝国とは何か」、山本有造編『帝国の研究 ―原理・類型・関係』（名
古屋大学出版会、2003年所収）10頁。
(6)前掲山室「帝国とは何か」9頁。
(7)猪口孝ほか編『政治学事典』（弘文堂、2000年）760–761頁。前掲山室「帝国とは何か」
10頁。
(8)ここでいう「包摂」および「排除」の意義は、小熊英二による指摘を参考としている。す
なわち「「日本人」の境界の内側と位置づけることを「包摂」、外側と位置づけることを
「排除」と名づけ、あえて対立的な図式化を行うならば……「包摂」……国民教育、国内
法適用、国民参政権、「排除」……「旧慣」温存、植民地「自治」」というものである（小
熊英二『〈日本人〉の境界 ―沖縄・アイヌ・台湾・朝鮮 植民地支配から復帰運動まで』
新曜社、1998年、11頁）。
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般には「内地」とされながらも「内国植民地」と呼ばれる所以はここにある(9)。
本稿では、蝦夷地（アイヌ・モシリ）が「北海道」として帝国日本の「版図」に
統合されゆくと同時に、先住民族（異民族）アイヌをめぐって展開された　
ヽ
包　
ヽ
摂と　
ヽ
排
　
ヽ
除の過程、さらにアイヌと内地からの移民が近代法を通じてどのように交錯したの
かについて、考えてみたい。
2. 日本近代法史における「内国植民地論」の可能性
⑴ 北海道近代史研究の脈略
北海道「内国植民地論」は、北海道近代史研究における方法論の一つである。そ
の意義をはじめに一瞥しておくことは、これからの議論に役立つだろうと思われる
ので、簡単にこの「方法論」の登場経緯を説明しておきたい(10)。
「内国植民地論」は、それに先行した「開拓史観」や「辺境論」に対する方法論
的批判によって生成された(11)。「開拓史観」とは、近時の研究によれば「基本的
に、移住人口や開墾面積あるいは生産力の増加に示される「開拓の進展」を「北海
道の発展」と同一視し、「開拓の進展」とともに生じた問題点を無視あるいは軽視
する見方」(12)と定義されるものである。もっとも、こうした方法論的視点に立脚
した研究に対しては戦後直後から批判があり、北海道における近代法史研究にも関
(9)矢内原は「植民の主体をば国民に限定せざる結果、学者が殆どすべて内地植民は植民に
あらず、「是等は単に国内転住を以て目すべきのみ」となせるに拘らず、所謂内地植民地
と国外植民との間に本質的な差異なきを知る」として「内地植民」すなわち「内国植民
地」の概念を認めている（前掲矢内原『植民及植民政策』15頁）。
(10)本稿では、北海道近代法史に関する方法論の系譜について、おもに内藤隆夫「北海道近代
史研究のための覚書」（『北大経済学研究』61–3、2011年）に拠っている。特に引用した
箇所については脚注に改めて頁数を記した。
(11)北海道を「内国植民地」として捉える見方は、桑原真人『近代北海道史研究序説』（北海
道大学図書刊行会、1982年、2頁以下）のほか、田村貞雄「内国植民地としての北海道」
（『岩波講座 近代日本と植民地 1 植民地帝国日本』岩波書店、1992年所収）によって試
みられている。他方、グローバル・ヒストリー研究においては、歴史学や経済史、植民政
策学のいう「内国植民地」とは別に「国内植民地（Internal Colony）」と表して、これを
植民地主義再検討のための概念として用いることがある（例えば、西川長夫『グローバリ
ゼーションと植民地主義』人文書院、2009年）。
(12)前掲内藤「北海道近代史研究のための覚書」25頁。
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わる民権運動研究で著名な永井秀夫氏は「開拓史観」について、「従来の北海道法
史研究はすでに多くの努力を積み重ねているにもかかわらず、つぎのような欠陥
を免れていない……一つは開拓使あるいは道庁の意義が、開拓のための集中的強
権による積極政策という側面でしかとらえず、その全国的な……意義をかえって
不明瞭なものとする」(13)と述べている。そうした中、北海道の地政的条件をレー
ニンの辺境論あるいはマルクスの「経済学的意味における植民地」と照らし合わ
せ(14)、北海道近代史とりわけ 1880年代後半から第一次世界大戦ころまでの北海
道を、日本資本主義における経済的な発展段階構造において理解することが試みら
れた。そこでは、北海道の特質はもっぱら経済的な意味で捉えられたために、「「開
拓」や「上からの資本主義」の展開は、移住民や在地民衆に何をもたらしたかとい
う視角が、欠落してはいないが薄弱である＝「民ぬき」であ」(15)り、結果として
民族や国家、民衆生活の視点は置き去りにされていた。こうした「開拓史観」や
「辺境論」に対する批判の上に示されたのが「内国植民地論」である。そうである
から、「内国植民地論」に依拠する研究は必然的に北海道開拓の負の遺産や、民衆
に目を向けることになる。ここで具体的に想定されているのは、先住民族アイヌに
対する支配実態、開拓推進のための囚人やいわゆるタコ労働者、朝鮮・中国人労働
者に対する一連の強制労働、鉱工業開発に伴う公害問題、内地農村での地主形成下
から逃れた貧民（棄民）の移住といった事象であり、またこうした存在が混在する
北海道という地をめぐる「議会制度や町村制度の施行状況などにみられる、政治・
行政的側面での「内地」と北海道との格差」(16)なのである。つまり、ここでいう
内国植民地は「近代北海道が……本州（及び四国・九州）とその格差あるいはそこ
からの差別の下にあり、その中で一般民衆が劣悪な状態におかれるという構造で
あったことを示す概念」(17)と定義づけることができよう。
(13)永井秀夫『日本の近代化と北海道』（北海道大学出版会、2007年）47頁。
(14)前掲内藤「北海道近代史研究のための覚書」26頁。
(15)海保嶺夫「北海道の「開拓」と経営」『岩波講座 日本歴史 16巻』（岩波書店、1976年所
収）181頁。
(16)前掲桑原『近代北海道史研究序説』3頁。さらに桑原は「政治・行政的側面での「内地」
と北海道との格差」として、①廃藩置県、②府県制施行、③市町村制施行、④衆議院議員
選挙法施行、⑤貴族院多額納税者選出、⑥徴兵制施行、⑦地租改正施行、⑧国定教科書使
用、の 8項目を挙げている（同上 4–11頁参照）。
(17)前掲内藤「北海道近代史研究のための覚書」34頁。
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北海道近代史をめぐる以上のような方法論の脈略について、本稿が参照する内藤
論文（註 10）では、日本史における北海道研究との概念のズレに意識的に配慮を
払いつつ、主として経済史的視点から重要な問題を 2点指摘している。ひとつは、
結局「内国植民地論」の議論にあっても従来の研究における分析対象は「和人」間
の事象に止まり、「和人」―「アイヌ」間問題の視点が実際には脱漏していること、
もうひとつは、北海道近代史を「開拓の進展」として捉える「開拓史観」が一面的
であるとかつて批判されたのと同様に、「内地」との格差のみを捉えることもまた
一面的であり、両者の緊張関係において北海道近代史研究を進めていくべきである
ということ。これらの指摘は、経済史的意義はもとより、日本近代法史研究にも鋭
く問いかける。
⑵ 関心の所在
①「帝国」日本における北海道近代法史
日本近代法史において、北海道を対象とした研究には既に多くの研究蓄積があ
る。たとえば、前述の永井秀夫氏による北海道民権運動研究や熊谷開作氏による開
拓農場における内地移民研究(18)、星玲子氏による北海道芸娼妓解放研究(19)、重
松一義氏や高塩博氏等による北海道監獄制度研究(20)ほか、多彩な先行研究によっ
て、北海道近代法史の実相は明らかになりつつある。しかしながら、これらの先行
研究で想定されているのは、内地から開拓地に渡った民権家や農業移民、芸娼妓、
囚人ら「和人」が、　
ヽ
中　
ヽ
央の「和人」との間でいかなる相克、合意、格差、影響関係
にあったのかという、あくまで「和人」同士によって展開される交渉空間である。
もっと言えば、これらの研究に投影された「北海道」像を通じて浮かび上がる「帝
国」日本は、マイケル・ドイルがいう「暗幕のうちに、ある独立的政治体（国家）
(18)熊谷開作「開拓農場における擬制的家族関係 ―北海道徳川農場の例」（有地亨・江守五
夫編『家族の法と歴史 ―青山道夫追悼論集』法律文化社、1981年所収）、同「北海道開
拓法の変遷と北陸農民の移住」『龍谷法学』19巻 4号、1987年。
(19)星玲子「北海道における娼妓解放令 ―函館地方を中心にして」『歴史評論』491号（1991
年）、同「北海道における娼妓自由廃業 ―1900年前後を中心に」『歴史評論』553号（1996
年）、同「近代公娼制度における賦金の実態について ―1870年代の北海道を中心にして」
『総合女性史研究』18号（2001年）等。
(20)重松一義『日本獄制史の研究』（吉川弘文館、2005年）、高塩博・中山光勝編『北海道集
治監論考』（弘文堂、1997年）等。
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による他の政治体の支配、もっと端的に言えば支配国と従属国の国際関係として論
ぜられる傾向」に収斂されがちであろう(21)。
しかし、戦前の日本による「帝国」の統合は、果たして「他の政治体の支配」を
通じて果たされた、と言い切れるだろうか。むしろ帝国日本は、「異民族を統治・
統御する政治システム」を背景にした、「均質的非階層的な主権国家である国民国
家とは別の原理に基づいた」(22)、「中心」―「周縁」関係のもとに結合する複合的
かつ階層的な国家システムであったように思われる(23)。こうした観点から、北海
道における近代法史を見れば、異民族であるアイヌの統治、すなわち包摂と排除に
よる「帝国」への統合、また「中心」―「周縁」構造化の実証は、なお手付かずの
課題であると言わざるを得ないだろう。筆者が「国民国家」の一部としての北海道
ではなく、「帝国日本」という枠組みから北海道にアプローチしようとする理由は、
この点にある。
②「外地法史」との比較可能性
筆者はこれまで、帝国日本による「外地」（とりわけ朝鮮）異民族の包摂と排
除の構造化に果たした現地司法の役割を、民事裁判判決を通じて検討を行ってき
た(24)。もとよりその目的は、帝国日本と「外地」の異民族間で交渉された、包摂
と排除をめぐる　
ヽ
相　
ヽ
克あるいは　
ヽ
妥　
ヽ
協の営みの解明にある。異民族に対する包摂と排
除の制度化は、「中心」から発信されて構築されるものである一方、法廷という場
を通じて、異民族は弁明や対決の姿勢を露わにしていた。その点で、裁判資料は、
帝国に生じる相克と妥協の営みを見る良史料だといえる。
さて、明治政府がアイヌに対して、政治的、経済的はもとより習俗・言語・教育
等において包摂と差別を繰り返した様相は、まさしく「外地」におけるそれと類似
している。確かに、北海道を単純に外地としての「植民地」と比較することは、北
(21)さらに、「アジア太平洋地域における日本および諸国家の国境・支配領域が近代を通じて
たびたび変動してきた」問題への関心の薄弱さについては、塩出浩之『越境者の政治史
―アジア太平洋における日本人の移民と植民』（名古屋大学出版会、2015年）6頁以下で
指摘されている。
(22)前掲山室「帝国とは何か」10–11頁。
(23)拙稿「帝国日本における植民地と法」、高谷知佳・小石川裕介編『日本法史から何が見え
るか ―法と秩序の歴史を学ぶ』（有斐閣、2018年刊行予定所収）。
(24)成果として、拙稿「帝国日本における植民地司法に関する研究 ―1910～39年間におけ
る朝鮮の民事判決を中心に」（明治大学大学院法学研究科民事法学専攻・博士学位論文、
2017年）。
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海道の多面的な特徴を「一般の植民地性の中に解消してしまう危険もある」(25)か
もしれない。しかしながら、地政的条件、統治経緯（背景）、経済的基盤のちがい
を考慮しても、北海道におけるアイヌに対する一連の異民族同化政策が、時期的に
も内容的にも、その後に展開された他の植民地統治（とりわけ台湾や朝鮮に対する
植民地統治）の先駆けとしてなんらかの影響を与えたか、あるいは無関係だったか
という、帝国「周縁」間の連関性、あるいは包摂・排除を通じた統合のスペクト
ラムについて、検討の余地があるのではないか(26)。本稿ではまだこうした帝国の
「周縁」間における比較法史的試みに応える準備が十分に整っていないが、少なく
ともこれを将来的な視野として意識しながら、以下では北海道・道東地域における
『民事判決原本』を通じた「内国植民地」の様相、そして発展研究としての「外地」
法との比較可能性について考えてみたい。
3.『民事判決原本』にみる帝国の「周縁」
⑴ 北海道の近代化過程とアイヌの包摂と排除
北海道における『民事判決原本』を理解するうえで、まず「内地」とは別立てに
進行した北海道の近代化過程を把握しておく必要があろう。前述（註 16）のとお
り、桑原真人は「政治・行政的側面での「内地」と北海道との格差」として、①廃
藩置県、②府県制施行、③市町村制施行、④衆議院議員選挙法施行、⑤貴族院多額
納税者選出、⑥徴兵制施行、⑦地租改正施行、⑧国定教科書使用における内地との
差異を挙げている。しかしこれらは、どちらかといえば「中心」と「周縁」に所在
した「和人」間の政治的、経済的相克の問題である。本稿では、「和人」にとって
(25)前掲永井『日本の近代化と北海道』12頁。
(26)たとえば、近代的「公娼」制度が「国内植民地北海道の実験を経て、朝鮮などアジア
の植民地諸国へ輸出され、「植民地公娼制度」として確立していった」（藤永壮「植民
地公娼制度と日本軍「慰安婦」制度」、早川紀代編『植民地と戦争責任』吉川弘文館
2005年所収）という指摘は、「周縁」相互の「知」の移動（relocation）においても「周
縁」の機能・構造分析のためにも特に注目に値する。「知」の移動については、Kapil
Raj, Relocating Modern Science : Circulation and the Construction of knowledge
in South Asia and Europe, 1650–1900 ; Basingstoke, Palgrave, Macmillan, 2007
を参照。
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の北海道の近代化が、最終的に異民族であるアイヌにいかに余波を及ぼし、包摂と
排除の秩序を生み出したか、というメカニズムに注目して当時の北海道における社
会背景の理解に努めたい(27)。
いわゆる「蝦夷地」には、1868（明治元）年 10月に旧幕軍・榎本武揚らが上陸
し、箱館・五稜郭に「事実上の政権（いわゆる蝦夷共和国）」が樹立された。翌年 3
月には榎本らと新政府軍との間で箱館戦争が勃発し、箱館市街に甚大な被害を与え
たが、5月に榎本が降伏して五稜郭を開城したことで、箱館戦争、そして前年より
続いた一連の戊辰戦争が終結し、　
ヽ
近　
ヽ
代国家としての明治新政府が誕生した。一方、
1868（明治 2）年 6月には前佐賀藩主・鍋島直正を開拓督務に任命し、翌月の官制
改革では、太政官下に「開拓使」を設置して、現在の北海道とサハリン・千島列島
を「帝国」の版図に組み入れた。その後、蝦夷地は正式に「北海道」と改称され、
行政区画として 11国 86郡が置かれることになる（当初、開拓使による直轄とさ
れたのはわずか 20郡であり、他の 66郡は諸藩や士族団体等に分領された状態に
あった）。
開拓使や分領支配下では、さっそく北海道への組織的な「移民」奨励がなされた
が、　
ヽ
移　
ヽ
住が本格化するのは、1971（明治 4）年廃藩置県や 1973（明治 6）年秩禄
処分を契機とする没落士族の大量集団移住が始まった後で、当初の主体はキリスト
教、農村強化団体、移民会社等を通じた各地からの農業、漁業目的移民であった。
他方で、ロシアとの国境地帯でもある北海道の地政学的戦略は屯田兵制創設として
具体化し、1875（明治 8）年に最初の屯田兵が入植、徐々に徴兵令下の師団指揮下
に組み込まれながら 1904（明治 37）年まで存続したことも、北海道の近代化を後
押しした。
こうした北海道の開拓は、ロシアに対する「北門の鎖鑰」としての防衛、そし
て「北門の宝庫」としての農業に限定しない多様な産業開発を目的とするものだっ
た(28)が、新政府にとって急務とされたそれらの目的のために、開拓民には「内地」
(27)北海道における近代通史については、船津功・桑原真人ほか『県史 1 北海道の歴史』（山
川出版社、2000年）、前掲桑原『近代北海道史研究序説』に拠っている。
(28)北海道の近代化推進のため、「御雇い外国人」として明治 4年 7月にケプロン、ライマン、
ダンらが来日した。明治 8年に提出された『ケプロン報文』によれば、北海道開拓は近
代的な欧米農法、材木加工、石炭開発、諸工場開設等によって自給と移輸出能力を向上
させることを基調として行われた。時を同じくして、明治 9年に開校された札幌農学校
146
明治大学　法律論叢 90巻 2・3号：責了 book.tex page147 2017/12/26 13:08
「内国植民地」としての北海道近代法史試論（岡崎）
に比べ一定の優遇措置がとられた。たとえば 1872（明治 5）年 9月施行の「北海道
土地売貸規則」及び「地所規則」では、開墾を条件として一人につき 10万坪を上
限として売却のうえ 10年間免租とし、さらに 1877（明治 10）年 12月施行の「北
海道地券発行条例」によって「地租創定」が行われた際には、地租を地価 1％とし
て（この時「内地」の地租は地価 2.5％）、開墾目的の土地所有者を誘致した。
他方、強力な開発推進のために北海道は（内地の）地方制度との関係でも様々に
差異化されていた。まず、開拓使は 1882（明治 15）年に廃止され代わりに箱館・
札幌・根室の三県が設置されたが、この三県は府県制（明治 13年 5月 17日法律
第 35号）の対象外とされた（三県一局時代）。さらに、1886（明治 19）年に北海
道庁が設置されてもなお、当初道庁長官は内務大臣ではなく、内閣下に位置付けら
れた。それゆえ道庁は、屯田兵や集治監に関する業務をも所管することが可能とな
り、道主導の強力な「殖民地適当ノ政治」が可能だったのである。
さて、北海道庁の設置と同時に「北海道土地払下規則」、また 1897（明治 30）年
には「北海道国有未開地処分法」が制定され、開墾や牧畜に利用する土地が 10年
間「無償ニテ貸付」「全部成功ノ後無償ニテ附与」（第 3条）されることになった。
貸付面積は従前より大幅に引き上げられた上に、20年間の免租も認められた。そ
の結果、華族・政商・地主といった内地資本家による大規模濫処分が続くことに
なったが、一方でこの時期に北海道の人口はごく短期間で急激に増加することにな
る。とりわけ、明治 20～30年代は、東北や北陸・中部地方で発生した相次ぐ大凶
作や天災、西日本を中心とする地主制発達による小作農の増加、日露戦後恐慌等が
農民の離村に拍車をかけ、それを後押しするような開化的な明治期の世相にあって
一種の移民ブームが生じ、北海道には東北・北陸地方をはじめ、四国地方等から多
くの移民を生んだ。移民の大半は農業目的移民で、地域の地主や豪農を中心とした
移民団として集団移住するケースが少なくなかった。こうした大量の移民は、当初
道央の石狩国を中心に入植したものの、当地周辺が飽和状態になると、道東地域の
十勝国や釧路国、道北の天塩国や宗谷国へと進出していく(29)。これによって、北
（のち北海道帝国大学、現在の北海道大学）は、クラークが学長を務めていたマサチュー
セッツ農科大学に倣い、農学・理学・工学等の専門科目と同時に、語学・演説等教養教育
が重視され、授業は英語で行われた（前掲船津・桑原ほか『北海道の歴史』190–191頁
参照）。このように、北海道の近代化はアメリカ式開拓の下で展開された。
(29)榎森進『アイヌ民族の歴史』（草風社、2015年）424頁。
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海道各地において先住民族アイヌの生活領域と「和人」の開拓領域との競合が不可
避となった。このことは、アイヌにとって、「和人」が内地から持ち込んだ　
ヽ
近　
ヽ
代　
ヽ
的
な法と接触せざるを得ない機会が加速度的に増すことを意味していたのである。
明治政府は、内地からの農業移民による人口圧迫のために従来の生活基盤を奪わ
れたアイヌに対して、1899（明治 32）年に「北海道旧土人保護法」を制定、施行し
た。「北海道旧土人保護法」は、　
ヽ
農　
ヽ
業　
ヽ
に　
ヽ
従　
ヽ
事　
ヽ
す　
ヽ
るアイヌに対してその保護をなすこ
とを名目とし、第一条で「北海道旧土人ニシテ農業ニ従事スル者又ハ従事セムト欲
スル者ニハ一戸ニ付土地一万五千坪以内ヲ限リ無償下附スルコトヲ得」として「旧
土人」に対する農業地の無償下附を定めた。もっとも第二条では、下附地について
「前条ニ依リ下附シタル土地ノ所有権ハ左ノ制限ニ従フへキモノトス 一 相続ニ
因ルノ外譲渡スルコトヲ得ス　二　質権抵当権地上権又ハ永小作権ヲ設定スルコ
トヲ得ス　三　北海道庁長官（北海道知事）ノ許可ヲ得ルニ非サレハ地役権ヲ設定
スルコトヲ得ス 四 留置権先取得権ノ目的トナルコトナシ」として、原則として
相続以外の譲渡、質権・抵当権・地上権・永小作権の設定に制限を加えた。さらに
第三条では、「第一条ニ依リ下附シタル土地ニシテ其ノ下附ノ年ヨリ起算シ十五箇
年ヲ経ルモ尚開墾セサル部分ハ之ヲ没収ス」とし、開墾期限を 15ケ年と設定する
など、土地の無償下附とはいっても、様々に制限が付された土地所有であったこと
には注意を要する(30)。「北海道旧土人保護法」は、明治政府が「一視同仁ノ叡旨」
に基づいてアイヌを「国民」としての生活保障の対象として制度化した　
ヽ
包　
ヽ
摂の一面
を持つ反面、「旧土人」という名称から分かる通り、制度としてアイヌを他の「内
地人」から直截に区別し　
ヽ
排　
ヽ
除した「異民族統合」の一断面であるといえよう。
⑵ 明治期道東地域の裁判状況 ―帯広区裁判所を例として
①道東地域における司法の近代化
上述のごとく北海道施政は、内地における地方制度の範疇外に置かれ、強力な北
海道庁の権限下で運営された。このことは無論、北海道における司法の運用と無関
係ではなかった。北海道における近代的司法の整備過程について道東地域を例に
(30)さらに第十条では「北海道庁長官ハ北海道旧土人共有財産ヲ管理スルコトヲ得」とある。
本稿の基本的関心である「帝国」日本という枠組みの法史において、アイヌの共有財産管
理制度がもった意義については、稿を改めて論じたい。
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見てみると、次のような経緯を辿っていたことがわかる。
1867年に分割された 11国中、道東地域はすなわち、根室国は開拓使、釧路国
（厚岸・釧路・川上 3郡）は佐賀藩、釧路国（白糠・足寄・阿寒 3郡）は兵部省（明
治 3年より福山藩）、網走・斜里郡は名古屋藩、標津は熊本藩、十勝国は静岡藩、北
見は和歌山藩が、それぞれ分割支配していた。1871（明治 4）年には北海道開拓使
庁を札幌本庁として根室が出張所となり、根室・花咲・野付 3郡より根室国全域、
釧路・千島両国、北見国東部 4郡（斜里・網走・常呂・紋別）を、さらに 1872（明
治 5）年に厚岸・釧路・川上・白糠・阿寒・足寄を統合して、開拓使の直轄となっ
た。同時期、「司法職務定制」が制定され（1872年）、「内地」では府県裁判所が
漸次設置されることになったが、北海道はこの対象地域とならなかったことから、
もっぱら「地方官」たる開拓使が裁判所を担当していた(31)。したがって道東地域
の「近代的司法」は、1872年 9月に根室支庁内に民刑事事件を扱う刑法係が設置
されたことに始まることになる。1882（明治 15）年に開拓使が廃止され、三県一
局時代となった際に、各県での始審裁判所設置が決まり、同年 6月には根室始審裁
判所、さらに根室治安裁判所と厚岸治安裁判所の設置が決まった。その後、1889
（明治 22）年の大日本帝国憲法の発布と翌年の「裁判所構成法」制定によって、よ
うやく北海道にも内地と同様の裁判所制度が共通化されることになった。道東地域
ではこれを受けて、1890（明治 23）年に釧路区裁判所、1900（明治 33）年に帯広
区裁判所および網走区裁判所の設置が漸次決定され、1913（大正 2）年には、根室
地方裁判所下に根室・釧路・帯広・網走の 4区裁判所体制となったのである(32)。
②帯広区裁判所の概況
このうち、本稿で扱う『民事判決原本』の調査対象である帯広区裁判所は、1900
年 3月 13日に設置が決定し、1902（明治 35）年 12月 20日に開庁した（庁舎の
落成は 1901年 11月だったようである(33)）。この時、判事として着任したのは内
(31)例外として、開港地として外国人訴訟が頻発した函館は、1874（明治 7）年に函館裁判
所が設置された。北海道初の司法裁判所であるが管轄は道南地域のみだった。
(32)道東地域の裁判所設置過程については、『釧路弁護士会の歩み』（釧路弁護士会、2015年）
1–2頁および牧口準一『明治期における北海道裁判所 代言人 弁護士史録』（北海道出版
企画センター、2014年）131–132、228、232–235頁を参照。
(33)山田幸一『北海道の裁判所史 第 4巻函館・釧路・旭川三裁判所の歴史』（出版社不明、
2003年）88頁。
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山盧という人物である(34)。内山は 1842（天保 13）年、越後・長岡に長岡藩士・
内山登蔵の長男として誕生した。戊辰戦争の際には、奥羽越列藩同盟に呼応し浪人
となった後、1875（明治 8）年新潟県庁に出仕した。翌年 6月から鶴岡裁判所に
勤務、その後大舘、宮古各裁判所に転属し、この間 1886（明治 19）年に判事に任
じられている。1902年 12月に帯広区裁判所が開庁されると同時に同所判事とな
り、1913年 5月に 72歳で退職、その後は帯広で弁護士事務に従事した(35)。内山
についてこれ以上の詳細な履歴は不明ながら、彼が近代的な法学教育を受けた形跡
がないまま、1886年に判事に任官した事実は興味深い。同時期、明治政府内では
領事裁判における日本裁判権の回復を目的として、「法学エリート」のうち外国人
裁判官に比肩しうる司法官任用のための試験制度が構想された。この構想は 1884
（明治 17）年には「判事登用規則」として成立したが、ここで司法官に最も求めら
れたのは、司法省法学校正則科あるいは東京大学法学部の卒業生が有する、あるい
は私立法律学校や司法省法学校速成科の卒業生ないし在籍者が「試験」によって認
められた「学識」であった(36)。『北海道人名辞書』における内山の履歴によれば、
彼が「判事登用規則」に基づく試験に及第したとは考えにくく、1886（明治 19）
年にあっても何らかの理由で近代的法学教育を経ないまま判事に登用された、いわ
ゆる「自由任用」による司法官の最終世代だったと考えるのが自然である。もっと
も、明治 20年代後半から「自由任用」による裁判官は近代的な法知識を欠く「老
朽裁判官」として厄介視され、明治 30年代司法省は、裁判所構成法を拡大解釈し
ながら「老朽裁判官」に対して退職処分や意に反する転属を漸次断行して大規模な
「淘汰」を行なった(37)。まさにこの「老朽裁判官」に該当する「自由任用」の最
終世代であった内山は、いみじくもこの時期に新設された帯広区裁判所への転属を
命じられたのである。
(34)『職員録（甲）』（明治 37年度）より在職が確認される（5月 1日時点）。ただし明治 36
年度の『職員録』（5月 1日時点）には「司法省」関係の記載がないため、内山の在職記
録は未確認。
(35)金子郡平、高野隆之編『北海道人名辞書』（北海道人名辞書編纂事務所、1914年）611–612
頁。
(36)岩谷十郎『明治日本の法解釈と法律家』（慶應義塾大学法学研究会、2012年）321–362頁。
蕪山厳『司法官試補制度沿革 ―続明治前期の司法について』（慈学社、2007年）161–173
頁。
(37)三阪佳弘『近代日本の司法省と裁判官 ―一九世紀日仏比較の視点から』（大阪大学出版
会、2014年）180–183頁。
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【表 1】 帯広区裁判所における民・刑事裁判件数（筆者作表）
民刑事
裁判総数
民事裁判
件数
刑事裁判
件数
さて、内山が着任し帯広区裁判所が開庁した明治 36年度以降、明治末年までの
10年間の裁判件数の推移を表したものが【表 1】である(38)。グラフ線は下から刑
事裁判、民事裁判の件数、両者の合計件数を表している。刑事裁判件数は緩やかな
増加傾向で推移するが、民事裁判件数は、1903（明治 36）年から 1906（明治 39）
年にかけて急激に減少したのち、明治末年に向けて再び増加に転じ、1906年から
明治末年までには倍以上に増加した。
筆者が 2017年 4月時点で確認できた同時期における各年度の『民事判決原本』
簿冊には、1904（明治 37）年度 90件、1905（明治 38）年度 66件、1906（明治
39）年度 61件、1907（明治 40）年度 53件、1908（明治 41）年度 115件、1909
（明治 42）年度 76件、1910（明治 43）年度 102件、1911（明治 44）年度 87件、
1912（明治 45）年度（大正元年含む）102件がそれぞれ綴じられている(39)。こ
(38)『裁判所及検事局取扱事件表』（司法省、明治 36～45年度版）を参照した。
(39)いずれも国立公文書館所蔵・特定歴史公文書で、資料名称（請求番号）は次の通り。
「民事（第一審）判決原本綴明治 37年帯広区裁」（分館 12–010-00平 13民事 01738100）
「民事（第一審）判決原本明治 39年帯広区裁」（分館 12–010-00平 13民事 01739100）
「民事（第一審）判決原本綴明治 41年帯広区裁」（分館 12–010-00平 13民事 01740100）
「判決原本明治 42年帯広区裁」（分館 12–010-00平 13明治 01741100）
「判決原本綴明治 43年帯広区裁」（分館 12–010-00平 13民事 01742100）
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れら民事裁判の多くは、金銭貸借と不動産譲渡をめぐる内容であり、そのうち一方
がアイヌを当事者として、かつその地位に起因する事件も僅かながら散見される。
それというのも、1876（明治 9）年よりアイヌに対する日本風の氏設定が奨励さ
れ(40)、そのようにして設定された氏名には多少の特徴が残ることもあるが、史料
上の氏名からはアイヌと内地移民との区別が困難な場合が多い。そのため、本来ア
イヌを当事者とする裁判であっても、裁判事実がアイヌの地位に起因する内容でな
い限り、それがアイヌを当事者とする裁判であることを判別することは難しい。ま
た当時の判決書式では、事実の概要が省略され、主文と理由のみ記載されるケース
も少なくなく、分析対象となりうる史料条件を踏まえると、アイヌがどのような形
で近代的な司法との関わりを持ったかわかり得る裁判資料は、ごく限られたものに
なる。このように限定的な史料状況ではあるが、当該時期にアイヌと内地からの
移民が　
ヽ
近　
ヽ
代　
ヽ
法をめぐって交錯した形跡について、帯広区裁判所の『民事判決原本』
（明治 36～45年間）から取り上げてみよう。
③先住民と内国植民による「契約」事例
ここで紹介する事例は、「旧土人」である原告らが、1904（明治 37）年に「北海
道旧土人保護法」に基づいて無償下附された土地につき、当該土地を「占有」ある
いは占有者から「借地」していた非「旧土人」である被告らに対して、占有排除・立
退きと、1905（明治 38）年度の耕作収益をめぐって損害賠償を求めた事件である。
この事件の背景として、まず十勝国における開拓と移民流入の経緯について整
理しておく。明治初年の十勝国における本格的な開拓は、1883（明治 16）年に静
岡県松崎村出身の依田勉三が率いる開拓団晩成社によって始められた。晩成社の
入植は、民間企業としての結社移民例としては、その嚆矢ともいうべきものだっ
た(41)。一方、当地は元来「オベリベリ」と呼ばれアイヌの居住地域でもあったこ
とから、アイヌは晩成社と一定の交流を保ちつつも、「和人」の移入を契機として
当地から離散する者、また周囲の資源保護政策から従来の狩猟生活が営めなくなる
「判決原本綴明治 44年～大正元年帯広区裁」（分館 12–010-00平成 13民事 01743100）
なお明治 36年度分については管見の限り見当たらず未見である。
(40) 1876（明治 9年）7月 19日根室支庁による布達第四十八号では「旧土人是迄姓氏用ス者
有之候処自今一般姓氏相用フヘシ」としている（『開拓使事業報告』附録：布令類聚上編、
大蔵省、1885年、479頁）。
(41)帯広市市史編纂委員会『帯広市史』（帯広市、2003年）41頁。
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者が増加した。このような状況に、アイヌに対する授産政策として、1885（明治
18）年から 1888（明治 21）年間には伏古村伏古別、芽室村毛根、音更村下音更、
白人村咾別にアイヌを集めて営農指導が行われた(42)。
画期となったのは明治 30年代である。前述のとおり、1897（明治 30）年に「北
海道国有未開地処分法」によって「殖民地解放」がなされ、内地から営農・小作農
として開拓移民（とりわけ北陸 3県、岐阜県からの移民）が押し寄せ、明治 20年
代には移民が約 3,500名だったのに対し、30年代には正規の貸付地を得ない無願
開墾者を含め、約 32,500人にまで急増したと言われる（現在の十勝農業の基礎を
築いたのはこの時の移民である）(43)。これから取り上げる事例は、まさにアイヌ
に対する営農指導が展開された白人村において内地から営農・小作農が大量流入す
る過程で生じた事件だった。
本件係争地を含む地域は本来、「北海道旧土人保護法」制定以前よりアイヌによ
る営農予定地（「保護地」）とされていたが、一方で「和人ニシテ「アイヌ」の保
護地ヲ借リテ小作ヲナス」者の存在が問題視されていた(44)。本件係争地について
も、1901（明治 34）から 1903（明治 36）年にかけて当地のアイヌが数名の内地移
民との間で、鍬下約定として 4～7年間小作料を無償（かつ、この間地主たるアイ
ヌが他に所有移転しないことを条件）とする「小作契約」や「鍬下年期契約」(45)が
相次いで結ばれていた。ところが、「北海道旧土人保護法」の無償下附対象地とし
て仮下渡が始まると、前述の「小作契約」や「鍬下年期契約」を解除する必要が生
じた。1904（明治 37）年にはアイヌ・内地移民間での個別の各契約を整理するた
め「仲裁御取扱覚書」が交わされ、開墾予定地に対する鍬下年期を付した小作・貸
借契約を解除し、再度白人村のアイヌ惣代人を通じて再契約することを内地移民側
に迫るも、再契約は内地移民にとって全体的に不利益な変更を条件としたことか
ら、多くの場合不調に終わったようである(46)。この結果、1905（明治 38）年地
(42)同上 163頁。
(43)同上。
(44)「北海道殖民状況報文 十勝国」（北海道殖民部、1901年）40頁。
(45)内海勇太郎「明治弐十七年以后 土人関係要書綴込」（北海道幕別町ふるさと館所蔵、『吉
田菊太郎文書』2-A-1「幕別・十勝関係」205）。
(46)この際の再契約条件は次のようなものであった。
従来土地開墾ヲ為セル関係アルヲ以テ其継続使用ヲ望ミアルトキハ更ニ白人村部落惣代
人ヨリ各使用シ居タル地積ノ凡半数ヲ左ノ方法ヲ以テ使用セシムベキ旨ヲ申込ミタリ
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主たるアイヌ側は小作・貸借契約の解除ないし再契約に応じない内地移民に対し
て、当該地における占有排除・立退きと耕作収益相当分の損害賠償を求め、訴えを
提起するに至った。その判決は次のようなものであった。
（『明治三八年度 帯広区裁判所 民事判決原本』(47)より抜粋。ただしプライバシー
保護のため、原則として判決中に記載の氏名は伏せている。）
明治三八年八月二一日裁判言渡 帯広区裁判所明治三八年（ハ）第五〇号 帯広区
裁判所明治三八年（ハ）第五一号 帯広区裁判所明治三八年（ハ）第五二号 帯広
区裁判所明治三八年（ハ）第五五号
北海道中川郡白人村土人給與地内平民農
原告 （A）
仝道仝郡仝村仝所平民農
原告 （B）
仝道仝郡仝村仝所平民農
原告 （C）
仝道仝郡仝村仝所平民農
原告 （D）
仝道仝郡仝村仝所平民農
原告 （E）
仝道仝郡仝村仝所平民農
原告 （F）
仝道仝郡仝村仝所平民農
一 樹林開墾地ニシテ三カ年間使用シアリタルヶ所ハ翌年ヨリ使用料ヲ付スルコト
二 二年又ハ一年使用シタルヶ所ハ右ニ準ジテ使用料ヲ付スルコト
三 既墾地ヲ借受タルモノニシテ其使用料ガ附近ノ實況ニ対比シ著シキ差異アル者ハ之
ヲ修正シテ使用セシムルコト
前各号並使用地積ニ譲歩ヲ必要トスルモノアラバ尚協議ノ上条件ヲ変更スルコトアルベシ
このように、再契約条件に土地の借り手である内地移民にとって不利益な変更であった
ことは再契約が不調に終わった要因であったと考えられる。
(47)前掲、「民事（第一審）判決原本綴明治 37年帯広区裁」（分館 12–010-00平 13民事
01738100）。
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原告 （G）
仝道仝郡仝村仝所平民農
原告 （H）
仝道仝郡仝村仝所平民農
原告 （I）
仝道仝郡仝村仝所平民農
原告 （J）
仝道仝郡仝村南四線東八十六番地平民農
原告 （K）
仝道河西郡帯廣町西二条九丁目四番地士族
右訴訟代理人 （A）
仝道中川郡白人村土人給與地内住
被告 （A）
仝道仝郡仝村仝所住
被告 （B）
仝道仝郡仝村仝所住
被告 （C）
仝道河西郡芽室村北一線四十八番地平民農
右訴訟代理人 （B）
仝道仝郡仝村但馬團体内住
被告 （D）
仝道中川郡白人村土人給與地内住
被告 （E）
仝道仝郡仝村仝所住
被告 （F）
仝道仝郡仝村仝所住
右被告（F）訴訟代理人兼被告 （G）
仝道仝郡仝村仝所住
被告 （H）
仝道仝郡仝村仝所住
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被告 （I）
仝道仝郡仝村仝所住
被告 （J）
仝道仝郡仝村南五線東七十七番地
右三名訴訟代理人 （C）
仝道仝郡仝村土人給與地内住
被告 （K）
仝道仝郡仝村仝所住
被告 （L）
仝道仝郡仝村仝所住
被告 （M）
仝道河西郡帯廣町西二条八丁目
右訴訟代理人 （D）
右当事者間ノ（ハ）第五十五号土地占有排除並ニ損害賠償請求（ハ）第五十乃至第
五十二号各土地占有排除並ニ土地立退請求事件併合審理ヲ遂ケ判決スル左ノ如シ
主 文
被告中被告（A）ハ原告中原告（A）所有中川郡白人村字白人南五線東八十八番地原
野四町三反二畝拾五歩ノ内土地弍町三反三畝拾歩ヲ、被告（D）ハ原告（B）所有同
字南四線東八十番地乙原野四町四畝五歩ノ内土地貮町歩ヲ、被告（B）ハ原告（C）
所有同字南五線東九十番地甲原野貮三反五畝弐歩ノ内土地弐町壱反六畝廿歩ヲ、
被告（C）ハ原告（C）所有仝番地乙原野壹町六反七畝三歩ノ内土地壱町六反歩ヲ、
被告（E）ハ原告（D）所有同字南四線東八十二番地乙土地弐町弐反六畝弐拾歩ヲ、
被告（G）ハ原告（E）所有同字南五線東八十五番地土地五町歩及原告（F）所有同
字仝線東八十七番地土地五町歩ヲ、被告（F）ハ原告（G）所有同字南六線東八十七
番地土地三町七反九畝五歩ヲ、被告（H）ハ原告（H）所有同字南五線東七十七番
地原野五町歩ノ内土地壱町五反歩ヲ、被告（I）ハ原告（I）所有同字仝線東八十九
番地原野五町歩ノ内土地弐町五反歩ヲ、被告（J）ハ原告（J）所有仝上南四線東八
十四番地甲原野壱町九反三畝拾歩ノ内土地五反拾弐歩及仝番地乙原野弐町四反五
畝弐拾五歩ノ内土地壱町弐反八畝拾歩ヲ、各明治三十八年度耕作物収穫以後速ニ占
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有ヲ排除シ且右土地占有ニ因リ生シタル仝年度分ノ損害金ヲ壱反歩参円ノ割合ヲ
以テ各被告ヨリ各原告ヘ辨濟スヘシ
被告中被告（K）ハ原告中原告（J）所有仝字南四線東八十四番地乙原野弐町四反五
畝弐拾五歩ノ内居小屋所在箇所畑壱町五畝歩ヲ、被告（L）ハ原告（K）所有ノ仝字
仝線東八十六番地乙原野弐町参反歩内居小屋所在箇所長七十間横五十間畑地壱町
壱反六畝弐拾歩ヲ、被告（M）ハ原告（I）所有仝字南五線東八十九番地原野五町歩
ノ内居小屋所在畑箇所壱町歩ヲ、各明治三十八年度耕作物収穫以後速ニ占有ヲ排除
シ且各右ノ土地ヲ立退クヘシ
被告被告（E）ノ管轄違抗辨ハ却下ス
以上ノ外原告ノ請求ヲ却下ス
訴訟費用ハ損害立証ノ為メニ要セル分ハ原被各自弁其他ハ各被告ノ負担トス
判決ヲ仮ニ執行スヘカラサル旨宣言ヲ求ル被告被告（E）ノ申立ハ却下ス
此判決中損害賠償ニ対スル分ハ原告ニ於テ右賠償額ト仝額ニ壱割ヲ増加セル保証
金ヲ供託シテ仮ニ執行スルコトヲ得
事 実
原告代理人ハ被告被告（E）ノ管轄違抗辨ハ却下、原告請求土地占有排除ハ主文ノ
通損害賠償ハ被告中被告（K） 被告（L） 被告（M）ヲ除クノ外ハ各壱反歩金拾
五円ノ割合ニ依リ辨濟スヘキ旨判決且右判決中損害賠償ニ付テハ相當保証金供託
ニ依リ仮ニ執行スヘキ様宣言相受度旨一定ノ申立ヲ為シ、其主張ノ要旨ハ原告共ハ
北海道旧土人ニ有之處、今明治三十八年一月廿四日付ヲ以テ主文ノ土地ヲ明治三十
二年法律第二十七号北海道旧土人保護法第一条ニ依リ無償下附ヲ受ケタルヲ以テ
該地ノ開墾ヲ為サントセシニ、被告共ハ其以前ヨリ該地ヲ占有シテ之ニ耕作ヲ為シ
且小屋掛ヲモ為シ居レル者アリテ為メニ原告共ハ旧土人保護ノ恩澤ニ浴スル能ハ
サルノ状態ニ有之而シテ該地ハ昨三十七年中已ニ其向ヨリ下附属區畫ヲ定メラレ
タルモノニ付爾来原告ハ之ヲ使用スヘキ希望ナリシモ前文ノ如ク被告カ占有シ居
レルヲ以テ當時其占有排除ヲ請求シタルモ應セサルノミナラス前顕今年下附ヲ受
ケタル際ニ於ケル仝上請求ヲモ尚拒ンテ應セサルカ故ニ茲ニ被告共ニ対シ一定ノ
申立ノ如ク請求セル次第ニ有之、尤モ本件土地ハ旧土人保護ノ為メ豫定サレタルモ
ノニ過キサレハ其使用権ト雖モ何人モ之ヲ処分スルノ権利無ク従テ被告共ノ占有
又ハ借地契約等ハ原告ハ之ヲ認メス、又前段損害額ハ壱反歩ニ付昨年分ヲ五円今年
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分ハ拾円ト計算致シタル處、昨年ハ豊作今年ハ小作地ト為スモ尚壱反歩白大豆壱石
三舛五合此代金七円五拾銭余ヲ以テ之ヲ望メル者数名ニ上レルカ如クナレハ右計
算ハ最モ相當ト信ス、但被告ノ小作料若クハ収穫ノ申立ハ別ニ異議ヲ挟マス、又管
轄違ノ抗辨ニ付テハ原告ハ本訴ヲ以テ占有訴訟ト思考スレハ管轄違ニ非ラスト信
スト云フニ在テ立証トシ甲第一乃至九第十一第十三乃至十七号証ヲ提出シ乙号証
ニ対シ其十六号証ヲ認メ他ハ之ヲ否認シタリ
被告及被告代理人ハ原告請求ノ却下ヲ求メ尚被告中被告（E）ハ管轄違ノ抗辨ヲ提
出シ且敗訴判決ノ際ニハ仮ニ執行スヘカラサルノ宣言ヲ求ル旨申立、其抗辨ノ要
旨ハ本件土地ニ対シ被告中被告（A）ハ実兄訴外（a）訴外訴訟代理人（B）共同ニ
テ明治三十四年九月廿七日旧土人訴外（b）ト開墾契約ヲ締結シ其報酬トシ同三
十九年マテ占有権ヲ得アルモノヲ訴外（a）ノ為メニ占有シ、被告（D）ハ同三十
五年一月十三日旧土人訴外（c）ト開墾契約ヲ為シ其報酬トシテ仝年ヨリ五年間占
有権ヲ得、被告（B）被告（C）ハ仝三十四年九月廿七日前文訴訟代理人（B）ヨ
リ各六年間ノ借地権ヲ得、被告（E）ハ仝三十五年二月十八日旧土人訴外（d）ト、
被告（G）ハ仝三十四年十一月十六日及仝三十五年九月十四日旧土人訴外（a）ト、
被告（F）ハ仝年五月廿日仝上訴外（a）ト各開墾契約ノ上其報酬トシ契約年度以来
五年間ノ占有権ヲ得、被告（H）ハ同三十六年二月廿四日被告被告（A）ヨリ其旧
土人訴外（e）ト開墾契約アルモノヽ仝年度以来五年間ノ借地権ヲ得、被告（I）ハ
同年五月八日旧土人原告（E）ト、被告（J）ハ同三十四年十月九日旧土人訴外（f）
ト各開墾契約ヲ取結ヒ其報酬トシテ被告（I）ハ三十六年一月以来五年間被告（J）
ハ同三十八年十一月迄各占有権ヲ得タルモノニ有之、且損害計算亦不當甚タシ即チ
小作ハ最上ノ土地モ壱反歩ノ小作料大豆六斗ヲ出ルモノ無之之ヲ自作ニ換フレハ
道廳農事試験所十勝試作場収支計算調ノ如ク新墾地ハ損失ノミヲ生シ開墾ノ土地
ト雖モ尚大豆ニシテ収益ヲ見大麦ノ如キハ動モスレハ損害ヲ免カレサルニ至ル又
大豆價格ハ三十七年ニ在テハ壱俵弐円弐拾銭乃至三円ニ上リタルコトハ有リタレ
トモ直ニ下落ヲ来タシタリ、故ニ到底請求ニ應スルヲ得スト云ヒ尚被告（E）ハ本
訴ハ名ハ占有ナルモ其實所有権ノ争ヘナルニ其土地價格ハ仝人分ノミヲ以テ弐百
円ヲ超フル勿論ニ付前文管轄違ノ抗辨ニ及ヘル次第ナリト申立、又被告（K）ハ仝
三十四年十月九日仝三十八年マテ旧土人訴外（f）ト、被告（L）ハ仝三十五年四月
廿日仝三十九年マテ旧土人訴外（g）ト、被告（M）ハ同三十六年五月七日仝四十年
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マテ旧土人原告（E）ト各開墾契約ニ依リ占有権ヲ得、然シテ其契約ハ旧土人原告
外一同ノ決議ニ基ケル有効ノモノナレハ期限内異議ヲ唱フルヲ得ヘキノ謂レ無キ
モノナリト云フニ在テ挙証トシ乙第一乃至九第十一第十三乃至第十六号証ヲ提出
シ甲号証ノ成立ノミヲ認メタリ
理 由
第一 被告共ハ本件土地ハ旧土人共ヨリ其土地ノ開墾報酬トシテ占有権ヲ得又ハ
旧土人ニ対シ占有権アル者ヨリ借地権ヲ得タルモノナレハ其占有排除請求ニ應ス
ルヲ得スト云フト雖モ、抑其土地タルヤ被告共ノ占有又ハ借地契約ノ當時ニ在テハ
旧土人保護ノ為メニ豫定セラレタル迄ノモノニシテ其仝人共ノ私有地ニ非ラサル
ハ被告共ノ争ハサル所ナリ、然レハ該地ニ付旧土人共ニ於テ其占有権ヲ又ハ仝人ニ
対シ占有権有リトシ其者等ヨリ借地権ヲ被告共ニ得セシムルカ如キハ到底為ス能
ハサルノ事柄ナルヲ以テ被告共ハ之等ノ事柄ニ託シ本訴占有排除及土地立退ヲ拒
絶スルハ誠ニ其理由無キモノトス
第二 被告中被告（K） 被告（L） 被告（M）ヲ除クノ外ハ何レモ本訴損害賠償
請求ヲ拒絶スレトモ該請求中三十七年分ハ格別三十八年分ヲ拒メルハ不當ナリ、何
トナレハ右三十八年ニ在テハ原告共已ニ本件土地ノ下附ヲ受ケタルニモ拘ハラス
被告共ノ占有ノ為メ之ヲ使用スルヲ得ス而シテ之ヲ使用スルヲ得サルカ為メニ現
ニ損害ヲ来タセルハ被告共カ成立ヲ認ル甲第十七号証ノ一部ニ依ルモ明カナレハ
其損害ハ被告ニ之ヲ賠償スルノ責務無カラサルヲ得サレハ也
然レトモ原告共カ仝上損害ヲ壱反歩ニ付金拾円ト計算セルモノモ亦相當ト為スヲ
得ス、尤モ其相當ナルノ証據ナリトシ右甲第十七号証ヲ提出スレトモ仝証中貸地料
ハ被告被告（G）占有分ニ止レハ之ヲ以テ被告一般ノ標準トハ為スヲ得ス、何トナ
レハ其仝一ノ地味ナルヲ見ルヘキモノ無ケレハ也、又収穫及其價格ハ三十七年分ニ
過キサレハ之ニ依リ三十八年分ノ収穫等ヲ確定スルヲ得ヘキモノニ非ラス何トナ
レハ年々収穫ノ多寡價格ノ高低ヲ仝視シカタキ農産物ナルニモ拘ハラス僅ニ一ケ
年分ノ収穫等ヲ基本トスルカ如キハ不當自ラ明カナレハ也、況ヤ被告共ハ仝証ノ立
証趣旨ヲ認メサル　
（ママ）
オヤ、而シテ被告ハ小作料ハ最上地ニシテ大豆六斗ヲ出ルモノ無
ク又其價格ハ三十七年ニ在テハ壱俵弐円弐拾銭乃至三円ニ上リタルコトアリシモ
直ニ下落ヲ来タシタリト云ヒ然シテ本件土地ノ如キ固トヨリ成墾検査ヲ受ケタル
モノニ非ラサレハ其果シテ被告云フ所ノ最上地ニ適セルモノトハ為シカタキヲ以
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テ此場合本件土地ハ壹反歩ニ付其小作料大豆五斗此俵数壹俵壱斗其價格三円但壱
俵弐円四拾銭ト定ルヲ相當ト認ム故ニ原告ハ右壱反歩ニ付三円ノ割合ニ依レル損
害額ノ外ハ其賠償ヲ求ルヲ得ス、尚原告共ハ本件土地ニ付三十七年度モ亦損害アリ
トシ其賠償ヲ求レトモ仝年度原告共カ該地ノ収益権ヲ行使シ得ヘキヲ認ムへキモ
ノ無ク従テ仝年ニ於テ原告共ニ損害アリタルトハ為シカタキカ故ニ該損害賠償請
求ハ之ヲ却下セサルヲ得ス
第三 被告被告（E）ハ本訴ヲ以テ所有権ノ争トシ管轄違ノ抗辨ヲ為スモ本訴ハ単
ニ占有ノ訴ニ止レハ其管轄違ニ非ラサルヤ明カナリ
又本判決ニ対シ仮ニ執行スヘカラサルノ宣言ヲ求レトモ其回復スルヲ得サル損害
ヲ受クヘキヲ疏明セサルヲ以テ右請求ハ採用セス
以上ノ理由ニ依リ主文ノ如ク判決ス
但仮執行宣言ニ付テハ民事訴訟法第五百三条第一号ニ依ル
帯廣区裁判所
判事 内山 盧㊞
（抜粋、以上）
本件は、原告らアイヌが「北海道旧土人保護法」によって無償下附されるべき土
地に対する権利を主張したのに対し、被告ら内地移民は、既に結ばれた「小作契
約」や「鍬下年期契約」（判決中ではこれらを「開墾契約」と言い換えている）に
基づく占有権や借地権をもって対抗し、当該係争地の占有・利用を争ったものであ
る。結果として、原告らの請求がおおよそ認められ、被告らは「各明治三十八年度
耕作物収穫以後速ニ占有ヲ排除シ且右土地占有ニ因リ生シタル仝年度分ノ損害金
ヲ壱反歩参円ノ割合ヲ以テ各被告ヨリ原告ヘ辨濟スヘ」きことが命じられた(48)。
もっとも、この判決の法理論自体に特筆すべき点は見られない。しかしながら、本
判決を含む一連の経緯から、いくつか注目すべきことが看取される。第一に、アイ
ヌの生活空間には、当該時期において既に　
ヽ
日　
ヽ
本　
ヽ
語によって契約　
ヽ
文　
ヽ
書を交わし、ある
いは自らの権利を主張するために　
ヽ
法　
ヽ
廷を利用するという、「近代法」的営みが組み
込まれていたそれを可能にする人的資源があったという事実である。帝国の　
ヽ
中　
ヽ
心
に所在する「和人」のルールは、彼らが内地移民となるに付随して　
ヽ
周　
ヽ
縁としての北
(48)本件については、山田伸一『近代北海道とアイヌ民族 ―狩猟規制と土地問題』（北海道
大学出版会、2011年）224頁以下でも触れられている。
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海道に、そしてアイヌの生活空間に草の根レベルで伝播したのである。
ただし伝播した「和人」のルールは、必ずしも「内地」と同様に　
ヽ
作　
ヽ
用したわけで
はなかった。第二に、小作契約をめぐるアイヌと内地移民の関係性に注目したい。
本件では、アイヌへの無償下附に対して、内地移民が既存の「開墾契約」による占
有・利用の権利を主張したが、それ以前に彼らは、アイヌの惣代人が介在した再
契約に応じなかった経緯がある。不利益な変更事由が条件となっていたのが要因
だったが、翻せばこのことは、アイヌが各個人で内地移民と契約を行う限り、実際
上アイヌに不利な契約内容になる傾向があった、ということでもあろう。本件の
「開墾契約」において、アイヌが地主であり内地移民が小作人であるものの、実際
は小作人が地主に対して優位だったのである(49)。ここでは、従来「内地」で論じ
られてきた地主―小作人間の法的関係性はもはや妥当しない。
そして第三の注目すべき点は、本判決が拠り所にした「北海道旧土人保護法」の
無償下附を通じたアイヌ「保護」の実効性である。本件は判決の約 1ヶ月半後、同
年 10月 1日に訴訟代理人を通じて、
一 和解事項中来年度土地継続耕作及其小作料ノ価ハ係争地ハ来ル三十九年度
迄已ニ他ニ小作契約ヲ締結シアルニヨリ被告（G）等ニ於テ適宜ノ方法ヲ以テ左
小作契約者ニ其解約ヲ承諾セシメタル上ハ仝人等ノ継続使用ヲ契約スベキコト
ヲ豫約スル事
一 左ノ場合ニ於ケル小作料ハ係争地壱反歩平均白大豆壱俵（四斗）以上ヲ以テ
取極ルコト
等を条件として和解が交わされることになり(50)、結果としてアイヌの無償下附地
に対する被告たる内地移民の「仝人等ノ継続使用」とその貸借の「豫約」が認めら
れた。「北海道旧土人保護法」では、開墾地の「貸借」は所有の制限事由に列挙され
ていなかった上(51)、さらに適切な地代収入が確保されているとはいえない状況の
下、（地主と小作人の地位が逆転した）事実上の小作契約関係が存続したのである。
判決を含めたこの一連の事件は、単に「和人」たる内地移民とアイヌという異民
族間の相克に止まらず、近代法を「持つ者」と「持たざる者」、帝国の「中心」と
(49)吉田邦彦『多文化時代と所有・居住福祉・補償問題』（有斐閣、2006年）307–309、312
頁。
(50)前掲「明治弐十七年以后 土人関係要書綴込」中、「和解書」「約定書」「承諾書」。
(51)高倉新一郎『新版アイヌ政策史』（三一書房、1972年）552頁。
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「周縁」の差異が先鋭化された、「帝国」日本における近代法史全体のシンボリック
な現象の一つとして示唆的に捉えられうる。
4. むすびにかえて
本稿では、北海道が帝国日本の「版図」に統合されゆく時、先住民族（異民族）
アイヌに対して展開された　
ヽ
包　
ヽ
摂と　
ヽ
排　
ヽ
除の過程と、さらに生活圏が競合するアイヌと
内地移民が近代法をめぐってどのように交錯したのかに関心をむけた。これは、い
わゆる北海道「内国植民地論」を日本近代法史研究に援用する試みでもある。「異
民族の統合・制御の政治システム」を基盤とした「帝国」日本にあっては、近代北
海道もまた「植民地」であったし、その点では、従来の植民地法史＝「外地」法史
との比較可能性もありえよう。「内国植民地」としての北海道近代史と「外地法史」
の関係について、本稿を通じて筆者が考ええた、いくつかの比較可能性について指
摘するならば、第一に、研究方法論的な問題として、「開拓史観」から「内国植民
地論」に至る方法論的系譜と、朝鮮・台湾において議論される「植民地近代化論」
や「植民地近代性」論との対比、第二に、産業・国防のために施政を強力に推進す
るための開拓使や北海道庁と外地総督府、とくに　
ヽ
中　
ヽ
心と　
ヽ
周　
ヽ
縁の距離感をめぐる対
比、第三に、中心と周縁間の裁判所・裁判官の位置付けや関係性の対比、第四に、
　
ヽ
異　
ヽ
民　
ヽ
族に対する「創氏」や慣習の温存／禁止、土地制度、公娼制度、監獄制度等の
個別的政策をめぐる知や経験が周縁間で移動し、相互に影響しえたのか。
こうした関心のもと、まずアイヌと内地からの移民が近代法を通じて交錯した形
跡を、北海道（本稿では道東・帯広区裁判所を例とする）における『民事判決原
本』によって見出そうとする初歩的試みが、本稿の動機であった。現在のところ、
そうした裁判例を多く見ることは叶っておらず、本稿では一例を取り上げたに過ぎ
なかった点は、反省と今後のさらなる検討を要するところである。ただし、本稿で
取り上げた一例であっても、「北海道旧土人保護規則」を通じて秩序化された「中
心」―「周縁」空間のなかに、「中心」が前提とした秩序とは異なる「アイヌ」―
「和人」の交渉空間が実態として存在した（だからこそ訴訟に発展した）ことは注
目に値する―それはあたかも、植民地期「民事裁判」における朝鮮人と日本人の交
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渉空間に類似しているのである―(52)。地域・年代の射程を広げながら、今後も北
海道の『民事判決原本』に見られる「アイヌ」―「和人」間の近代法的交錯の過程
を追究してゆきたい。
以上
岡野誠先生には、ダイナミックでありながらも極めて緻密な、その東洋法史学の
深淵をお教えいただいた。わたくしが研究の道に進むきっかけを作ってくださっ
たのも、先生のご助言があったからこそである。篤く感謝申し上げるとともに、今
後も先生の益々のご健筆を希ってやまない。
※ 本研究は、平成 28年度三菱財団人文科学研究助成を受けたものである。
（助成課題名：「内国植民地としての北海道における近代法の伝播」、研究代表者）
※ 釧路弁護士会帯広支部、幕別町ふるさと館、幕別町蝦夷文化考古館の皆様には、
本稿執筆にあたりとりわけ資料の提供・利用につき快く便宜を図っていただい
た。記して心より御礼申し上げる。
（帯広畜産大学人間科学研究部門講師）
(52)前掲拙稿・博士論文では、法によって秩序化された「中心」―「周縁」空間のなかに、
（「中心」によって）予定された秩序とは異なる朝鮮人と内地人の交錯（交渉）空間が存在
していたことを、親族相続関係の争訟をめぐる植民地司法の対応、判決資料を通じて実
証を試みた。
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